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第 1 章 序論 

 本研究は，心理学的支援において，問題解決モデルやその典型例である認知行動療法

（Cognitive Behavioral Therapy：CBT）が重要な位置を占めてきたことに着目し，その

課題を整理し，「参加」を中核に据えた支援モデルの構築を目的としたものである。問題解

決モデルは，症状や不適応状態の改善に焦点を当て，短期的かつ構造化された介入で効果を

挙げてきた。しかし，その主な焦点が「症状」や「問題」に置かれるため，クライエントが

望む生活や本人にとって意味ある目標の実現といった長期的視点を十分に扱えないという

指摘がなされてきた。 
 一方で，価値を重視する理論の系譜（実存主義・人間性心理学など）は早くから存在して

きた。しかし，実践における手続きや評価の水準では，価値や希望を具体的な生活目標や行

動，環境調整へと体系的に接続したり，標準化された指標で評価する方法は，十分には一般

化されてこなかった。こうした状況により，本人が望む生活上の目標への接続が必ずしも十

分ではない場合，必要な行動変容が得られず，支援効果が限定的になる場合がある。 
 これらの課題を補う視点として，ソーシャルワーク領域で発展した「生活モデル（life 
model）」がある。このモデルは，環境因子や個人因子を重視し，本人の生活史や価値観を

支援の基盤に据えて「どのように生きたいか」という問いを中心に目標設定を行う

（Gitterman & Germain, 2008）。生活モデルは，医療モデルと対比され，支援の焦点を疾

患や機能障害の改善（問題解決モデルに相当する視点）から，生活のあり方や希望の実現に

移す点に特徴がある。心理学的支援においても，この視点は生活全体の中で支援を捉え直す

試みとして重要である。 
 さらに，世界保健機関（WHO, 2001）が提唱した国際生活機能分類（International 
Classification of Functioning, Disability and Health：ICF）は，「心身機能」「活動」「参

加」の 3 要素に加え，「環境因子」「個人因子」との相互作用を含む生活機能モデルを提示

している。特に「参加」は，家庭生活，学業，就労，地域への関与といった生活場面におけ

る，本人が望む生活像や価値に基づいた関与を指す。ICF の視点は，評価を疾患や機能障

害に限定せず，生活全体の改善や本人が望む参加目標の実現に寄与する目標を明確にする枠

組みを提供する。 
 この ICF の枠組みと親和性を持つ理論として，上田（1983, 1992）や大川（2002, 2003）
が提唱した「目標指向的アプローチ（Goal-Oriented Approach：GOA）」がある。GOA は，

目標指向的リハビリテーションの枠組みから発展したものであり，「参加」を最上位目標と

して位置づけ，そこから「活動」や「心身機能」を下位目標として階層的に設定する。この

考え方は，本人が望む生活像を起点とし，支援計画を逆向きに設計する「逆向き設計

（backward design）」の方法論を備えており，生活の再構築を実現するうえで有効とされ

る。 
 本研究は，ICF と GOA を理論的基盤とした「参加指向的アプローチ」を提案する。中心

的な仮説は，支援の出発点を「価値の明確化」と「参加の実現」に置くことで，クライエン
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トが主体的に生活目標を定め，それを支援者と共有したうえで，活動目標を具体化すること

が，参加の実現に向けた行動変容を促し，生活の質（QOL）の向上にも寄与し得るという

ものである。たとえ症状が残存していても，本人が望む生活の中で意味ある関与を実現でき

れば，それが行動変容の強い動機づけとなり得る。 
 
第 2 章 理論的枠組み 
 第 2 章では，本研究の理論的基盤となる ICF と GOA，CBT との関係を整理した。ICF
は，健康状態と生活機能（心身機能・活動・参加），および環境因子・個人因子の相互作用

を包括的に捉える枠組みである。このうち「参加」は，本人の希望に根ざした生活場面への

関与である（大川, 2002）。 
 GOA は，目標指向的リハビリテーションの一種だが，その目標設定に本人の「どう生き

たいか」という価値を反映させるべきだと論じたのは，砂原（1980）や上田（1983）であ

った。その後，上田（1992a）と大川（2002, 2003）がこの理念を体系化し，GOA として

整理したものである。GOA では「参加」を最上位目標として位置づけ，そこから「活動」

「心身機能」へと逆向きに展開する階層的な目標設定が行われる。この構造は，本人が望む

生活像を出発点とし，支援計画を「逆向き設計（backward design）」の方法論によって構

築する点に特徴がある。本人の価値や希望を基盤にした目標設定が，生活の改善や参加の実

現に直結することが期待される。 
 本研究では，この GOA の枠組みを心理学的支援に導入し，参加指向的アプローチとして

再構成した。このアプローチは，症状や問題の軽減を一義的な目的とするのではなく，本人

の望む生活や意味ある関与を直接の目標として設定する。そのため，CBT の技法を基礎と

しながらも，その位置づけは「参加目標の達成を支える手段」として再定義される。たとえ

ば，活動レベルではエクスポージャーやオペラント，認知再構成といった技法が活用される

が，それらは本人が望む参加目標の実現に向けた具体的ステップとして用いられる。 
 このように，ICF の包括的枠組み，GOA の階層的目標設定，CBT の技法的資源を統合す

ることで，症状や問題の低減を焦点とする支援に加え，本人の価値に根ざした生活の改善と

参加の実現を可能にする支援モデルを提示した。なお，本研究では，症状・問題の低減を主

眼とする問題解決的支援を第 1チャンネル，価値の明確化を起点として参加目標を具体化

し，参加目標の実現に繋がる活動目標と必要な環境調整等を行う支援を第 2チャンネルと

して位置づけた。両チャンネルは支援目的と文脈に応じて並走可能な枠組みとして整理した。 
 
第 3 章 方法：参加指向的アプローチの構造と研究枠組み 
 第 3 章では，本研究が提案する参加指向的アプローチの構造と研究の具体的枠組みを示

した。本アプローチは，ICF および GOA の理論的基盤を心理学的支援に導入し，本人の価

値観や希望を起点に「参加」を最上位の目標とし，その実現に必要な「活動」などの下位目

標を逆向きに階層的に設定する。 
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 参加指向的アプローチでは，クライエントが自らの価値観や希望を明確化し，それを生活

における具体的な参加目標へと変換する。この参加目標は，家庭生活，学業，就労，地域で

の関与など，実生活の文脈に直結するものである。その上で，参加目標の実現に必要な行動

目標や活動を逆算的に設定し，具体的な行動計画を構築する。支援者はこの過程で，本人が

望む生活像を尊重しつつ，必要に応じて環境調整や行動スキルの習得を支援する。これによ

り，従来の問題解決モデルが症状や不適応行動の改善を最終目標としてきたのに対し，本人

が望む生活を基盤とした行動変容を目指す枠組みが提示される。 
 本研究では，この参加指向的アプローチを複数の領域にわたり，かつ複数の実施者が適用

し，その有効性を検討するために 4 つの研究（研究Ⅰ〜Ⅳ）を設定した。研究Ⅰでは，脳

外傷や脳性まひといったリハビリテーション領域の事例を対象に，参加指向的アプローチが

復学や就労などの参加目標の実現にどのように寄与するかを検討した。研究Ⅱでは，不登校

や引きこもり，発達障害，知的障害のあるクライエントを対象に，本人が望む生活像を明確

にし，具体的な行動目標を支援する試みを行った。これらの研究を通じて，参加指向的アプ

ローチが問題解決モデルとは異なる枠組みとして，生活全体の質や実生活への関与にどのよ

うに寄与し得るかを検討した。 
 さらに研究Ⅲでは，価値と参加目標に沿った行動変容がみられた事例とみられなかった事

例を比較分析し，参加指向的アプローチにおける目標設定の質や支援構造が効果に及ぼす要

因を検討した。研究Ⅳでは，従来の問題解決モデルとの比較を行い，参加指向的アプローチ

の独自性と支援構造上の特徴を明らかにした。 
 
第 4 章 研究方法 
 第 4 章では，参加指向的アプローチの有効性を検討するために用いた研究方法を示した。

本研究は，多重事例研究の形式をとり，複数の領域と異なる実施者による支援過程を対象と

した。対象としたのは，リハビリテーション領域（脳外傷，脳性まひ）および，心理療法領

域（不登校，引きこもり，発達障害，知的障害）のクライエントである。いずれの事例にお

いても，本人が望む生活像や価値に基づいて参加目標を設定し，その達成に向けた行動目標

や支援プロセスを分析対象とした。 
 データ収集は，面接記録・行動観察・他職種や家族・学校関係者からの情報を含む支援記

録を統合して行い，本人の語り・行動と環境要因を総合的に把握した。 
 分析には，再帰的テーマ分析（Braun & Clarke, 2006, 2019, 2021）を用いた。これは，

質的データを段階的に整理し，主要なテーマを抽出する方法である。本研究では，特に「価

値の明確化」「参加目標の具体性」「行動変容の要因」「支援者の関わり方」を分析上の観点

とし，それぞれがどのように支援の成否に関連するのかを検討した。これにより，参加指向

的アプローチがどのような条件でどのように機能するのかを，複数の観点から質的に検討す

ることが可能となった。 
 倫理的配慮として，本研究は桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施した（第 14034
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号）。研究協力者には事前に十分な説明を行い，同意を得た。また，支援記録は個人が特定

されないよう修正した。 
 
第 5 章 参加指向的アプローチの適用事例と分析 
 第 5 章では，本研究で検討した 12事例のうち，研究Ⅰ・Ⅱに該当する 9事例を取り上げ，

その効果と構造の特性を検討した。研究Ⅰ（リハビリテーション領域）では，脳外傷の事例

1 は「1 人で生きられるようになりたい」という価値から，復学や就労などの参加目標を設

定し，神経心理学的リハビリテーションを経て就職と自立生活を達成した。脳外傷の事例 2
は，従前の仕事への復帰が医学的理由で困難になったが，「乗り物が好き」という価値から，

「乗り物に関わる仕事に就く」という新たな参加目標を見出し，資格取得などの新たな生活

目標を自ら構築した。脳外傷の事例 3 は復学を参加目標として，リハビリテーション課題

への動機づけが高まったが，元の学校への復学が難しいことを受け容れ，別の学校への転学

という参加目標を本人主体で決定した。脳性まひの事例はリハビリテーション訓練への意欲

が低下していたが，「人に喜んでもらいたい」という価値を美容関連の仕事に就きたいとい

う参加目標に具体化することで，職業リハビリテーションに自ら申し込むなど，リハビリテ

ーション訓練への積極的参加が回復した。 
 研究Ⅱ（心理療法領域）では，不登校・引きこもりや発達障害・知的障害の事例を検討し

た。不登校・引きこもりの高校生の事例は「人を喜ばせたい」という価値から表現活動に関

わる進路を参加目標として挙げ，両親へのプレゼンテーションや説得を行って退学し，当該

分野での活動とアルバイト生活を実現した後，別の課程の高校に再入学した。別の不登校の

高校生の事例は「人の役に立ちたい」という価値から医療専門職をめざすという参加目標を

見出し，計画的部分登校を進め，医療系大学に進学した。発達障害のある小学生の事例は，

不適応行動について，その低減を一義的とせず，本人の価値観に沿った環境調整の結果，日

常生活の適応が改善した。軽度知的障害・発達障害のある高校生の事例は，人前で話すこと

の困難を主訴として来談したが，対人応対を含む仕事に就きたいという参加目標を見出した

ことから，行動目標を対人場面での応対ができることとし，SST で段階的に対人スキルを

獲得し，最終的に福祉関連施設の接客業務に就労した。発達障害のある中学生の事例は，制

服の着こなしへの拘りに伴う不適応行動について，「おしゃれに制服を着たい」という価値

を尊重した支援を教師が行い，学校生活の安定を回復した。 
 以上の事例を通じて，参加指向的アプローチでは，本人の価値を基盤とした参加目標を明

確化し，その実現に繋がる具体的な行動目標を構造化することで，行動変容がみられること

が示された。また，本アプローチは，複数の心理職や教師等の異なる実施者によっても実施

されており，支援構造として一定の共有可能性と汎用性が示唆された。 
 
第 6 章 参加指向的アプローチの有効性に関する検討と従来モデルとの比較 
 第 6 章では，本アプローチの有効性を検討するため，価値と参加目標に沿った行動変容
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がみられた事例とみられなかった事例の再帰的テーマ分析を行い，さらに問題解決モデルと

の比較を通じて理論的・実践的差異を明確化した。 
 研究Ⅲでは，事例を行動変容がみられた事例とみられなかった事例に分類し，それらの要

因を抽出した。行動変容がみられた事例では，参加目標が本人の価値や希望に基づき明確に

設定されていたこと，具体的な行動目標が立てられ，支援者と本人の協働関係が良好に構築

されていたことが挙げられた。具体的には，行動変容がみられた事例においては，参加目標

が本人にとって価値があり，その目標達成への意欲が行動変容の動機づけとなっていた。一

方，行動変容がみられなかった事例では，目標設定が表面的で本人の価値や希望が十分に反

映されておらず，やや支援者主導での設定であったため，十分な行動変容が得られなかった

ことが示された。 
 研究Ⅳでは，参加指向的アプローチと問題解決モデル（主に CBT）を理論的に比較検討

した。問題解決モデルは症状や不適応行動の軽減を主目標とすることが多く，支援者が問題

の整理や対処法の検討を主導する傾向がある。一方，参加指向的アプローチでは，本人の望

む生活や実生活への関与の実現を直接の目標とし，本人が自らの価値観や生活歴をもとに目

標を設定するため，本人の主体性や自己決定を反映しやすい。このため，症状や問題の低減

を必ずしも前提とせずとも，参加目標の達成に向けた支援を構成しうることが示された。ま

た，参加目標が明確に定義されることで，支援プロセスの方向性を共有しやすくなり，支援

の効果を参加や生活文脈を含む広い水準で捉えやすくなること，さらに，その効果が行動変

容に結びつく可能性が示唆された。 
 以上の再帰的テーマ分析と比較検討を通じ，参加指向的アプローチは，症状や不適応状態

の改善とは別に，参加目標の達成や生活の質の向上という視点での心理学的支援を提供し，

従来の問題解決モデルを補完し得る選択肢として位置づけられた。 
 
第 7 章 参加指向的アプローチの理論的再評価 
 第 7 章では，研究Ⅰ〜Ⅳの知見を踏まえて参加指向的アプローチの枠組みを理論面から

再評価し，既存アプローチとの関係と位置づけを再整理した。行動変容がみられた事例とみ

られなかった事例の照合から，価値→参加→活動の階層的連鎖が実生活への関与を前進させ

る一方，その持続には自己決定を支える関係性と環境調整が不可欠であることをまず確認し

た。 
 7.1 では，研究Ⅲのテーマ分析で得られた条件を再提示した。具体的には，①価値の内在

化，②参加目標の具体性，③本人の自己決定と合意形成，④環境調整の併用が，行動変容の

共通要因であった。逆に，価値の語りが一時的・表層的で，目標設定が支援者主導になると，

行動変容に結び付きにくいことが示唆された。 
 7.2 では，GOA の理論的独自性と，参加指向的アプローチへの寄与を位置づけた。GOA
は，参加を最上位とする階層構造を有し，上位目標からの逆向き設計により活動・心身機能

を位置づける。この構造が，参加を起点とした目標設計を可能にし，ICF との親和性を高



 

 6 

める基礎となる。 
 7.3 では，参加指向的アプローチの理論的貢献として，問題解決モデルに対し「価値」の

明示化と「参加」の階層的構造化を追加し，目標設定プロセスを可視化・一貫化する視点を

示した。これにより，実施・評価・記述・多職種連携の構造化がしやすくなる。実践的意義

としては，目標共有が自己効力感や内発的動機づけに繋がる可能性，および「参加」という

文脈的な上位目標の設定が QOL向上と行動変容に関連することを整理した。 
 7.4 では，心理療法の多数の理論・技法は，効果の捉え方や人間観が異なるため，単一理

論による統合は困難であると述べた。しかし，多様性を前提とした柔軟な枠組みを構築する

方向性に沿うなら，参加指向的アプローチは心理療法の「部分的統合」を検討するための枠

組みとなる可能性を論じた。 
 7.5 では，主要な心理学的アプローチを「価値を基盤とする群」と「方法論を基盤とする

群」に整理し，(1)価値の機能，(2)価値に基づく参加を上位目標として明示するか，(3)介入

手続きの体系化，(4)効果指標，の 4 基準で比較した。その結果，いずれの群でも「価値→

参加→活動」の階層構造が，体系としては十分に整備されておらず，この点を補完する枠組

みとして参加指向的アプローチの意義を確認した。 
 7.6 では，臨床・教育・地域における支援などの領域間接続の観点から，参加を最上位に

置く構造が，心理学的支援を実生活の関与に結びつけ，心理療法とソーシャルワーク，リハ

ビリテーションの連携にも寄与することを示した。これにより，流派横断的な統合ではなく，

共通の目標設計（価値→参加→活動）を媒介にした「部分的統合」の可能性が示唆される。 
 以上を総括すると，参加指向的アプローチは，事例分析で検証された条件（価値の内在化・

目標の具体性・自己決定・環境調整）を土台とし，ICF の視点と GOA の階層構造を基盤と

しながら，目標設定と評価の共通枠組みを提供する理論となる。これは，問題の低減に着目

しがちな従来の枠組みに対し，実生活への関与を直接の目標に据える第 2 のチャンネルを

付与し，流派の多様性を保持したまま共通言語で協働できる可能性を開くものである。 
 
第 8 章 結論と今後の展望 
 第 8 章では，本研究の成果を総括し，今後の検討課題を整理した。まず，ICF と GOA に

基づき，価値を起点に参加を上位目標として明確化し，その達成経路を活動水準へ階層的に

結び付ける参加指向的アプローチを提示した。本アプローチは，多様な心理学的技法を「参

加目標の達成を支える手段」として位置づけ直すものであり，特定の技法に依存しない。こ

れにより，問題や症状の低減に限定せず，本人が望む生活の実現へ支援の焦点を拡張できる

ことを示した。 
 研究Ⅰ〜Ⅳの知見から，参加指向的アプローチは，価値→参加→活動という設計により，

臨床・教育・地域支援など多様な場面で柔軟に運用し得る。目標共有と階層構造の導入は，

多職種間の協働や個別事例の柔軟な支援デザインを可能にする。 
 今後の理論的課題としては，①価値や参加目標が一時的な感情に左右されず維持・更新さ
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れるように支える「内在化」の検討，②価値→参加→活動の各水準で何をどの段階で支援・

評価するかという支援構造の明確化，③分類・測定の洗練が挙げられる。特に参加は頻度・

範囲・主観的納得度，活動は頻度・持続・自立度などの指標を組み合わせ，環境調整は実施

度を記録して前後比較できる形に整えるといった 2層評価の設計が有効であると考えられ

る。 
 さらに，効果を継続的に確認する仕組みを整え，評価間隔・確認項目・見直し条件を予め

定め，変更内容とその理由を記録し，本人の同意を確認しながら進めることは，自己決定を

維持し，支援を柔軟かつ継続的に進めるうえで重要である。 
 実践的課題としては，①支援者の役割の明確化，②環境調整の系統的導入，③自己決定を

保障する関係性の構築が挙げられる。 
 
第 9 章 総合的結論 
 本研究で提示した参加指向的アプローチは，ICF と GOA に基づく「価値→参加→活動」

の階層設計を核とし，心理学的支援を実生活への関与に接続する枠組みを示した。 
 研究Ⅰ〜Ⅳの知見を総合すると，行動変容がみられた事例では価値の明確化と具体的な参

加目標が維持され，取り組みが継続していた。一方，行動変容がみられなかった事例では価

値と参加目標の内在化が進まず，自己決定を支える関係性と環境調整も十分ではなかったこ

とが，行動変容が生じにくかった要因と考えられた。 
 結論として，参加指向的アプローチは，心理学的支援を生活モデルの視点から位置づけ直

し，従来の問題解決モデルを補完・並走し得る選択肢の 1 つとして位置づけられる。多様

な理論・技法の特長を尊重しつつ，共通の枠組みに基づく部分的統合の可能性を示唆した点

に，本アプローチの理論的・実践的意義がある。 
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